
再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 一般国道４号 西那須野道路 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省
に し な す の

区分 主体 関東地方整備局

起終点 自：栃木県那須塩原市三区町 延長
とちぎけん な す し お ば ら しさんくちょう

至：栃木県那須塩原市西富山 ４．６ｋｍ
とちぎけん な す し お ば ら しにしとみやま

事業概要

一般国道４号は、日本橋を起点とし、宇都宮、郡山、福島、仙台、盛岡を経て青森市に至る主要幹線道

路である。西那須野道路は、一般国道４号の那須塩原市街地の混雑緩和と安全性の向上、地域活性化等を

目的とした延長４．６ｋｍの４車線のバイパス及び現道拡幅事業である。

Ｈ１８年度事業化 Ｓ４２年度都市計画決定 Ｈ２１年度用地着手 Ｈ－年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約１６５億円 事業進捗率 ６７％ 供用済延長 0.0ｋｍ

計画交通量 １４，７００～３０，０００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) １．１ ６０/１７２億円 １９２/１９２億円 平成２８年

事 業 費： 50/162億円 走行時間短縮便益： 167/167億円

(残事業) ３．２ 維持管理費： 11/ 11億円 走行費用減少便益： 14/14億円

交通事故減少便益： 12/12億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C＝1.0～1.2（交通量 ±10％）【残事業】交通量 ：B/C＝3.0～3.5（交通量 ±10％）

事業費 ：B/C＝1.1～1.1（事業費 ±10％） 事業費 ：B/C＝2.9～3.5（事業費 ±10％）

事業期間：B/C＝0.97～1.3（事業期間±20％） 事業期間：B/C＝2.8～3.4（事業期間±20％）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・西那須野道路に並行する国道４号（現道）の損失時間は、８６．１千人時間/年・ｋｍ。

・烏ヶ森公園入口～三島（北）交差点間が主要渋滞区間に特定。二区、（仮称）西富山バス停、（仮称）

西山南交差点も主要渋滞箇所に特定。

・西那須野道路の整備により、現道区間の交通が当該道路に転換され、渋滞緩和が見込まれる。

②安全・安心な通行の確保

・西那須野道路に並行する国道４号（現道）の死傷事故率は、８０．２件/億台・ｋｍ。

・西三島交差点の死傷事故率は、３１８．０件/億台・ｋｍとなっている。

・事故類型は追突による事故が多く、全体の約８割を占める。

・西那須野道路の整備により、現道区間の交通が当該道路に転換され、交通事故の減少が見込まれる。

③地域活性化の支援

・西那須野道路の周辺地域は、東北自動車道の西那須野塩原ＩＣへのアクセス性が良く、沿道には多く

の工業団地が集積し、国道４号の大型車混入率（３２．０％）が高い。

・大型車の多い国道４号では西那須野道路の整備により、東北自動車道へのアクセスが向上し、地域開

発の活性化や物流効率性の向上を支援する。

関係する地方公共団体等の意見

・栃木県知事の意見：

一般国道４号は、本県の発展を支える重要な広域幹線道路であり、これまでも機能強化や渋滞対策を

要望してきたところです。つきましては、西那須野道路の早期完成に向け事業を継続していただけるよ

うお願いします。なお、事業の進捗にあたっては、引き続きコスト縮減に努めていただきますようお願

いします。

事業評価監視委員会の意見

事業の継続を承認する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

東北自動車道黒磯板室ＩＣの近辺にアウトレットモールが立地し、休日の周辺地域の交通量が増加が見

込まれる。



事業の進捗状況、残事業の内容等

平成18年度に事業化、用地進捗率84％、事業進捗率67％（平成28年3月末時点）

今後、引き続き用地の取得を推進するとともに、早期開通に向け事業促進を図る。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

栃木県の第5期無電柱化推進計画を受け、平成19年度に無電柱化を電線管理者と追加合意。

平成27年度、電線管理者と協議した結果、電線共同溝による無電柱化が確定したため事業費を増加。

引き続き用地の取得を推進するとともに、早期開通に向け事業促進を図る。

施設の構造や工法の変更等

－

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会によ

る審議を踏まえると、交通渋滞の緩和、交通安全の確保、地域開発の活性化等の観点から、事

業の必要性、重要性は高く、早期の効果発現を図ることが適切である。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。


